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○九州地方知事会における「政策連合」の取組(H15～)

・産業廃棄物税の一斉導入

・自動車産業の振興（合同商談会等）

・水産高校実習船の共同建造・運航（福岡、長崎、山口）

・ドクターヘリの共同利用

・各県の試験研究機関の連携・共同研究 など３８事務を実施

○九州地域戦略会議の設置（Ｈ１５）

・九州地方知事会と九州経済４団体で組織

・官民共同組織「九州観光推進機構」を設立、活動

九州の一体化に向けた歩み①
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九州の一体化に向けた歩み②
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○九州地域戦略会議の「道州制九州モデル」
・Ｈ１７．１０道州制検討委員会設置（Ｈ１８．１０答申）
・Ｈ１９． ５ 第２次道州制検討委員会設置
・Ｈ２０．１０ 道州制の「九州モデル」決定

○九州市長会の「九州府」構想
・Ｈ１８．１０ 九州府構想報告書取りまとめ
・Ｈ２１．１０ 九州府実現計画報告書 取りまとめ
・Ｈ２２． ５ 九州府推進機構準備検討委員会 設置

知事会・市長会・経済界が道州制に前向きな地域
２



九州広域行政機構（仮称）に向けた取組

Ｈ２２． ６．２２ 「地域主権戦略大綱」(閣議決定）
・ 出先機関の地方移管に向けた政府の検討が本格化

Ｈ２２．１０．１８ 九州地方知事会「九州広域行政機構（仮称）の
設立」を合意

○国の出先機関の事務・権限・人員・財源等を「丸ごと」受け入れる
○新しい制度として「広域行政機構（仮称）」を提案

Ｈ２２． ５．２５ 九州地方知事会で佐賀県が「九州広域連合」の
検討を提案

３

九州議長会・市町村・経済界と連携・調整し、実現へ



九州広域行政機構（仮称）の「組織イメージ」
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九州広域行政機構（仮称）
★二元代表制の仕組み

直接請求 包括的な外部監査 住民監査・住民訴訟

[九州７県知事] [九州７県議会議員より選出]

４



≪九州地方知事会の決意≫

・ 国のブロック単位の出先機関を「丸ごと」移譲

・ 新たな組織「九州広域行政機構（仮称）」を設立

≪機構設立に向けて、今後重点的に調整≫

・ 政令市の参加の呼びかけ、基礎自治体の意見反映

・ 九州各県議会との連携

・ 住民意思を反映する仕組みの強化

・ 効率的な行政に向けた「持ち寄り事務」のあり方

九州広域行政機構(仮称)の考え方（ポイント）

九州地域の活性化と地域住民の福祉の向上を第一に、
分権型社会確立に向けた突破口を開く

５


